
下水道法施行令（抜粋） 
（昭和三十四年四月二十二日政令第百四十七号） 

  

第八条  法第十条第三項 に規定する政令で定める技術上の基準は、次のとおりとする。  

一  排水設備は、公共下水道管理者である地方公共団体の条例で定めるところにより、公共下水道のますその

他の排水施設又は他の排水設備に接続させること。  

二  排水設備は、堅固で耐久力を有する構造とすること。  

三  排水設備は、陶器、コンクリート、れんがその他の耐水性の材料で造り、かつ、漏水を最少限度のものと

する措置が講ぜられていること。ただし、雨水を排除すべきものについては、多孔管その他雨水を地下に浸

透させる機能を有するものとすることができる。  

四  分流式の公共下水道に下水を流入させるために設ける排水設備は、汚水と雨水とを分離して排除する構造

とすること。  

五  管渠の勾配は、やむを得ない場合を除き、百分の一以上とすること。  

六  排水管の内径及び排水渠の断面積は、公共下水道管理者である地方公共団体の条例で定めるところにより、

その排除すべき下水を支障なく流下させることができるものとすること。  

七  汚水（冷却の用に供した水その他の汚水で雨水と同程度以上に清浄であるものを除く。以下この条におい

て同じ。）を排除すべき排水渠は、暗渠とすること。ただし、製造業又はガス供給業の用に供する建築物内

においては、この限りでない。  

八  暗渠である構造の部分の次に掲げる箇所には、ます又はマンホールを設けること。  

イ もつぱら雨水を排除すべき管渠の始まる箇所 

ロ 下水の流路の方向又は勾配が著しく変化する箇所。ただし、管渠の清掃に支障がないときは、この限りで

ない。 

ハ 管渠の長さがその内径又は内のり幅の百二十倍をこえない範囲内において管渠の清掃上適当な箇所 

九 ます又はマンホールには、ふた（汚水を排除すべきます又はマンホールにあつては、密閉することができ

るふた）を設けること。  

十  ますの底には、もつぱら雨水を排除すべきますにあつては深さが十五センチメートル以上のどろためを、

その他のますにあつてはその接続する管渠の内径又は内のり幅に応じ相当の幅のインバートを設けること。  

十一  汚水を一時的に貯留する排水設備には、臭気の発散により生活環境の保全上支障が生じないようにする

ための措置が講ぜられていること。  

（使用開始等の届出を要する下水の量又は水質）  

第八条の二  法第十一条の二第一項 （法第二十五条の十第一項 において準用する場合を含む。以下この条にお

いて同じ。）に規定する政令で定める量は、当該公共下水道又は当該流域下水道（雨水流域下水道を除く。以

下この条において同じ。）を使用しようとする者が最も多量の汚水を排除する一日における当該汚水の量五十

立方メートル以上とし、法第十一条の二第一項 に規定する政令で定める水質は、次条第一項第四号に該当する

水質又は第九条の十若しくは第九条の十一第一項第三号若しくは第六号若しくは第二項第一号、第二号（ただ

し書を除く。以下この項において同じ。）若しくは第三号から第五号までに定める基準（法第十二条の十一第

一項第二号 （法第二十五条の十第一項 において準用する場合を含む。次項、第九条の十一第一項並びに第二

十四条の五第一項及び第二項において同じ。）の規定により当該公共下水道又は当該流域下水道の管理者が条

例で第九条の十一第二項第二号 に掲げる基準より厳しい水質の基準を定めている場合にあつては、当該厳しい

基準）に適合しない水質とする。  

２  水質汚濁防止法第三条第一項 の規定による環境省令により、又は同条第三項 の規定による条例その他の条

例により定められた窒素含有量又は燐含有量についての排水基準がその放流水について適用される公共下水道



又は流域下水道に下水を排除して当該公共下水道又は当該流域下水道を使用しようとする場合については、法

第十一条の二第一項 に規定する政令で定める水質は、前項の規定による水質のほか、第九条の十一第二項第六

号又は第七号に掲げる項目に関して同項第六号（ただし書を除く。）又は第七号（ただし書を除く。）に定め

る基準（法第十二条の十一第一項第二号 の規定により当該公共下水道又は当該流域下水道の管理者が条例でこ

れらの基準より厳しい水質の基準を定めている場合にあつては、当該厳しい基準）に適合しない水質とする。  

（除害施設の設置等に関する条例の基準）  

第九条  法第十二条第一項 （法第二十五条の十第一項 において準用する場合を含む。）の規定による条例は、

次の各号に掲げる項目に関し、それぞれ当該各号に定める範囲内の水質の下水について定めるものとする。  

一  温度 

四十五度以上であるもの  

二  水素イオン濃度  

水素指数五以下又は九以上であるもの  

三  ノルマルヘキサン抽出物質含有量  

イ 鉱油類含有量 

一リットルにつき五ミリグラムを超えるもの 

ロ 動植物油脂類含有量 

一リットルにつき三十ミリグラムを超えるもの 

四  沃素消費量 

一リットルにつき二百二十ミリグラム以上であるもの  

２  前項各号に掲げる数値は、国土交通省令・環境省令で定める方法により検定した場合における数値とする。  

（下水の排除の制限等の規定が適用されない特定施設）  

第九条の二  法第十二条の二第一項 （法第二十五条の十第一項 において準用する場合を含む。次条、第九条の

四第一項及び第九条の九第一号において同じ。）に規定する政令で定める特定施設は、水質汚濁防止法施行令 

（昭和四十六年政令第百八十八号）別表第一第六十六号の二に掲げる施設（同号ハに掲げる施設のうち温泉法 

（昭和二十三年法律第百二十五号）第二条第一項 に規定する温泉を利用するものを除く。）とする。  

（適用除外）  

第九条の三  法第十二条の二第一項 に規定する政令で定める場合は、次に掲げる場合とする。  

一  特定事業場から排除される下水が当該公共下水道からの放流水又は当該流域下水道（雨水流域下水道を除

く。以下この条において同じ。）からの放流水に係る公共の水域又は海域に直接排除されたとしても、水質

汚濁防止法第三条第一項 又はダイオキシン類対策特別措置法第八条第一項 の規定による環境省令（水質汚

濁防止法第三条第三項 又はダイオキシン類対策特別措置法第八条第三項 の規定による条例が定められてい

る場合にあつては、当該条例を含む。）により定められた次条第一項各号に掲げる物質に係る排水基準（水

質排出基準を含む。以下この号、次条第四項及び第五項並びに第二十条第三号において同じ。）が当該下水

について適用されない場合において、当該特定事業場から当該公共下水道又は当該流域下水道にその適用さ

れない排水基準についての物質に係る下水を排除するとき。  

二  当該公共下水道又は当該流域下水道の施設として次条第一項に規定する物質の処理施設が設けられている

場合において、当該公共下水道管理者又は当該流域下水道管理者が、国土交通省令で定めるところにより、

当該処理施設において下水を処理すべき区域として公示した区域内の特定事業場から当該公共下水道又は当

該流域下水道に当該物質に係る下水を排除するとき。  

三  一の施設が水質汚濁防止法第二条第二項 に規定する特定施設（以下「水質汚濁防止法 特定施設」という。）

となつた際現にその施設を設置している者（設置の工事をしている者を含む。）が当該施設を設置している

工場又は事業場から公共下水道又は流域下水道に次条第一項第一号から第三十二号までに掲げる物質に係る

下水を排除する場合において、次のいずれにも該当しないとき。  



イ 当該施設が水質汚濁防止法 特定施設となつた日から六月（第九条の七第一号に掲げる施設である場合に

あつては、一年）を経過したとき。 

ロ 当該施設が水質汚濁防止法 特定施設となつた際既に当該工場又は事業場が水質汚濁防止法 特定施設を

設置する特定事業場であるとき。 

ハ その者に適用されている地方公共団体の条例の規定で河川その他の公共の水域又は海域に排除される汚

水の水質（ダイオキシン類に係るものを除く。）につき法第十二条の二第一項 に規定する規制に相当する

ものがあるとき（当該規定の違反行為に対する処罰規定がないときを除く。）。 

四  一の施設がダイオキシン類対策特別措置法第十二条第一項第六号 に規定する水質基準対象施設（以下「ダ

イオキシン類対策法特定施設」という。）となつた際現にその施設を設置している者（設置の工事をしてい

る者を含む。）が当該施設を設置している工場又は事業場から公共下水道又は流域下水道にダイオキシン類

に係る下水を排除する場合において、次のいずれにも該当しないとき。  

イ 当該施設がダイオキシン類対策法特定施設となつた日から一年を経過したとき。 

ロ 当該施設がダイオキシン類対策法特定施設となつた際既に当該工場又は事業場がダイオキシン類対策法

特定施設を設置する特定事業場であるとき。 

ハ その者に適用されている地方公共団体の条例の規定で河川その他の公共の水域又は海域に排除される汚

水の水質（ダイオキシン類に係るものに限る。）につき法第十二条の二第一項 に規定する規制に相当する

ものがあるとき（当該規定の違反行為に対する処罰規定がないときを除く。）。 

（特定事業場からの下水の排除の制限に係る水質の基準）  

第九条の四  法第十二条の二第一項 に規定する政令で定める基準は、水質汚濁防止法 特定施設を設置する特定

事業場に係るものにあつては第一号 から第三十二号 までに掲げる物質について、ダイオキシン類対策法特定

施設を設置する特定事業場に係るものにあつては第三十三号に掲げる物質について、それぞれ当該各号に定め

る数値とする。  

一  カドミウム及びその化合物 

一リットルにつきカドミウム〇・一ミリグラム以下  

二  シアン化合物 

一リットルにつきシアン一ミリグラム以下  

三  有機燐化合物 

一リットルにつき一ミリグラム以下  

四  鉛及びその化合物 

一リットルにつき鉛〇・一ミリグラム以下  

五  六価クロム化合物 

一リットルにつき六価クロム〇・五ミリグラム以下  

六  砒素及びその化合物 

一リットルにつき砒素〇・一ミリグラム以下  

七  水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 

一リットルにつき水銀〇・〇〇五ミリグラム以下  

八  アルキル水銀化合物 

検出されないこと。  

九  ポリ塩化ビフェニル 

一リットルにつき〇・〇〇三ミリグラム以下  

十  トリクロロエチレン 

一リットルにつき〇・三ミリグラム以下  

十一  テトラクロロエチレン 



一リットルにつき〇・一ミリグラム以下  

十二  ジクロロメタン 

一リットルにつき〇・二ミリグラム以下  

十三  四塩化炭素 

一リットルにつき〇・〇二ミリグラム以下  

十四  一・二―ジクロロエタン 

一リットルにつき〇・〇四ミリグラム以下  

十五  一・一―ジクロロエチレン 

一リットルにつき〇・二ミリグラム以下  

十六  シス―一・二―ジクロロエチレン 

一リットルにつき〇・四ミリグラム以下  

十七  一・一・一―トリクロロエタン 

一リットルにつき三ミリグラム以下  

十八  一・一・二―トリクロロエタン 

一リットルにつき〇・〇六ミリグラム以下  

十九  一・三―ジクロロプロペン 

一リットルにつき〇・〇二ミリグラム以下  

二十  テトラメチルチウラムジスルフィド（別名チウラム） 

               一リットルにつき〇・〇六ミリグラム以下  

二十一  二―クロロ―四・六―ビス（エチルアミノ）―ｓ―トリアジン（別名シマジン） 

一リットルにつき〇・〇三ミリグラム以下  

二十二  Ｓ―四―クロロベンジル＝Ｎ・Ｎ―ジエチルチオカルバマート（別名チオベンカルブ） 

一リットルにつき〇・二ミリグラム以下  

二十三  ベンゼン 

一リットルにつき〇・一ミリグラム以下  

二十四  セレン及びその化合物 

一リットルにつきセレン〇・一ミリグラム以下  

二十五  ほう素及びその化合物 

河川その他の公共の水域を放流先とする公共下水道若しくは流域下水道（雨       

水流域下水道を除く。以下この条において同じ。）又は当該流域下水道に接続す

る公共下水道に下水を排除する場合にあつては一リットルにつきほう素十ミリ

グラム以下、海域を放流先とする公共下水道若しくは流域下水道又は当該流域下

水道に接続する公共下水道に下水を排除する場合にあつては一リットルにつき

ほう素二百三十ミリグラム以下  

二十六  ふつ素及びその化合物 

河川その他の公共の水域を放流先とする公共下水道若しくは流域下水道又は

当該流域下水道に接続する公共下水道に下水を排除する場合にあつては一リ 

ットルにつきふつ素八ミリグラム以下、海域を放流先とする公共下水道若しくは

流域下水道又は当該流域下水道に接続する公共下水道に下水を排除する場合に

あつては一リットルにつきふつ素十五ミリグラム以下  

二十七  フェノール類 

一リットルにつき五ミリグラム以下  

二十八  銅及びその化合物 



一リットルにつき銅三ミリグラム以下  

二十九  亜鉛及びその化合物 

一リットルにつき亜鉛二ミリグラム以下  

三十  鉄及びその化合物（溶解性） 

一リットルにつき鉄十ミリグラム以下  

三十一  マンガン及びその化合物（溶解性） 

一リットルにつきマンガン十ミリグラム以下  

三十二  クロム及びその化合物 

一リットルにつきクロム二ミリグラム以下  

三十三  ダイオキシン類  

一リットルにつき十ピコグラム以下  

２  前項各号に定める数値は、国土交通省令・環境省令で定める方法により検定した場合における数値とする。  

３  第一項第三十三号に定める数値は、ダイオキシン類の量をその毒性に応じて国土交通省令・環境省令で定め

るところにより二・三・七・八―四塩化ジベンゾ―パラ―ジオキシンの量に換算した数値とする。  

４  水質汚濁防止法第三条第三項 又はダイオキシン類対策特別措置法第八条第三項 の規定による条例により、

当該公共下水道からの放流水又は当該流域下水道からの放流水について第一項に定める基準より厳しい排水基

準が定められている場合においては、同項の規定にかかわらず、その排水基準を当該物質に係る水質の基準と

する。  

５  特定事業場から排除される下水が当該公共下水道からの放流水又は当該流域下水道からの放流水に係る公共

の水域又は海域に直接排除されたとした場合においては、水質汚濁防止法 若しくはダイオキシン類対策特別措

置法 の規定による環境省令により、又は水質汚濁防止法第三条第三項 若しくはダイオキシン類対策特別措置

法第八条第三項 の規定による条例により、当該下水について第一項の基準（前項の規定が適用される場合にあ

つては、同項の基準）より緩やかな排水基準が適用されるときは、第一項及び前項の規定にかかわらず、その

排水基準を当該下水についての当該物質に係る水質の基準とする。  

（特定事業場からの下水の排除の制限に係る水質の基準を定める条例の基準）  

第九条の五  法第十二条の二第三項 （法第二十五条の十第一項 において準用する場合を含む。第九条の九第二

号において同じ。）の規定による条例は、次の各号に掲げる項目（第六号又は第七号に掲げる項目にあつては、

水質汚濁防止法第三条第一項 の規定による環境省令（同条第三項 の規定による条例が定められている場合に

あつては、当該条例を含む。）により定められた窒素含有量又は燐含有量についての排水基準がその放流水に

ついて適用される公共下水道又は流域下水道（雨水流域下水道を除く。以下この条において同じ。）に排除さ

れる下水に係るものに限る。）に関して水質の基準を定めるものとし、その水質は、それぞれ当該各号に定め

るものより厳しいものであつてはならない。  

一  アンモニア性窒素、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素含有量 

 一リットルにつき三百八十ミリグラム未満。ただし、水質汚濁防止法第三条      

第三項 の規定による条例により、当該公共下水道からの放流水又は当該流域

下水道からの放流水について排水基準が定められている場合にあつては、当該

排水基準に係る数値に三・八を乗じて得た数値とする。  

二  水素イオン濃度 

水素指数五を超え九未満  

三  生物化学的酸素要求量 

一リットルにつき五日間に六百ミリグラム未満  

四  浮遊物質量 

一リットルにつき六百ミリグラム未満  



五  ノルマルヘキサン抽出物質含有量  

イ 鉱油類含有量        

一リットルにつき五ミリグラム以下 

ロ 動植物油脂類含有量 

一リットルにつき三十ミリグラム以下 

六  窒素含有量 

一リットルにつき二百四十ミリグラム未満。ただし、水質汚濁防止法第三条

第三項 の規定による条例により、当該公共下水道からの放流水又は当該流域下

水道からの放流水について排水基準が定められている場合にあつては、当該排

水基準に係る数値に二を乗じて得た数値とする。  

七  燐含有量 

一リットルにつき三十二ミリグラム未満。ただし、水質汚濁防止法第三条第

三項 の規定による条例により、当該公共下水道からの放流水又は当該流域下水

道からの放流水について排水基準が定められている場合にあつては、当該排水

基準に係る数値に二を乗じて得た数値とする。  

２  製造業又はガス供給業の用に供する施設から公共下水道又は流域下水道に排除される下水に係る前項第一号

から第四号まで、第六号及び第七号に掲げる項目（同項第六号又は第七号に掲げる項目にあつては、同項に規

定する下水に係るものに限る。）に関する水質の基準については、それらの施設から排除される汚水の合計量

がその処理施設（流域関連公共下水道にあつては、当該流域関連公共下水道が接続する流域下水道の処理施設。

以下この項及び第九条の十一第二項において同じ。）で処理される汚水の量の四分の一以上であると認められ

るとき、その処理施設に達するまでに他の汚水により十分に希釈されることができないと認められるとき、そ

の他やむを得ない理由があるときは、前項の基準より厳しいものとすることができる。この場合においては、

その水質は、次の各号に掲げる項目に関し、それぞれ当該各号に定めるものより厳しいものであつてはならな

い。  

一  アンモニア性窒素、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素含有量 

一リットルにつき百二十五ミリグラム未満。ただし、水質汚濁防止法第三条

第三項 の規定による条例により、当該公共下水道からの放流水又は当該流域下

水道からの放流水について排水基準が定められている場合にあつては、当該排

水基準に係る数値に一・二五を乗じて得た数値とする。  

二  水素イオン濃度 

水素指数五・七を超え八・七未満  

三  生物化学的酸素要求量 

一リットルにつき五日間に三百ミリグラム未満  

四  浮遊物質量 

一リットルにつき三百ミリグラム未満  

五  窒素含有量 

一リットルにつき百五十ミリグラム未満。ただし、水質汚濁防止法第三条第

三項 の規定による条例により、当該公共下水道からの放流水又は当該流域下水

道からの放流水について排水基準が定められている場合にあつては、当該排水

基準に係る数値に一・二五を乗じて得た数値とする。  

六  燐含有量 

一リットルにつき二十ミリグラム未満。ただし、水質汚濁防止法第三条第三

項 の規定による条例により、当該公共下水道からの放流水又は当該流域下水道



からの放流水について排水基準が定められている場合にあつては、当該排水基

準に係る数値に一・二五を乗じて得た数値とする。  

３  特定事業場から排除される下水に係る第一項に規定する水質の基準は、次の各号に掲げる場合においては、

前二項の規定にかかわらず、それぞれ当該各号に規定する緩やかな排水基準より厳しいものであつてはならな

い。  

一  第一項第一号、第六号又は第七号に掲げる項目に係る水質に関し、当該下水が当該公共下水道からの放流

水又は当該流域下水道からの放流水に係る公共の水域又は海域に直接排除されたとした場合においては、水

質汚濁防止法 の規定による環境省令により、又は同法第三条第三項 の規定による条例により、当該各号に

定める基準（前項の規定が適用される場合にあつては、同項第一号、第五号又は第六号に定める基準）より

緩やかな排水基準が適用されるとき。  

二  第一項第二号から第五号までに掲げる項目に係る水質に関し、当該下水が河川その他の公共の水域（湖沼

を除く。）に直接排除されたとした場合においては、水質汚濁防止法 の規定による環境省令により、当該各

号に定める基準（前項の規定が適用される場合における同項第二号から第四号までに掲げる項目に係る水質

にあつては、当該各号に定める基準）より緩やかな排水基準が適用されるとき。  

４  第一項各号及び第二項各号に掲げる数値は、国土交通省令・環境省令で定める方法により検定した場合にお

ける数値とする。  

（適用除外）  

第九条の六  法第十二条の二第五項 （法第二十五条の十第一項 において準用する場合を含む。）に規定する政

令で定める場合は、次に掲げる場合とする。  

一  特定事業場から排除される前条第一項第一号、第六号又は第七号に掲げる項目に係る下水に関しては、当

該下水が当該公共下水道からの放流水又は当該流域下水道（雨水流域下水道を除く。以下この条において同

じ。）からの放流水に係る公共の水域又は海域に直接排除されたとしても、水質汚濁防止法第三条第一項 の

規定による環境省令（同条第三項 の規定による条例が定められている場合にあつては、当該条例を含む。）

により定められた当該項目についての排水基準が適用されない場合において、当該特定事業場から当該公共

下水道又は当該流域下水道にその適用されない排水基準についての項目に係る下水を排除するとき。  

二  特定事業場から排除される前条第一項第二号から第五号までに掲げる項目に係る下水に関しては、当該下

水が河川その他の公共の水域（湖沼を除く。）に直接排除されたとしても、水質汚濁防止法第三条第一項 の

規定による環境省令により定められた当該項目についての排水基準が適用されない場合において、当該特定

事業場から当該公共下水道又は当該流域下水道にその適用されない排水基準についての項目に係る下水を排

除するとき。  

三  水質汚濁防止法 特定施設を設置しない特定事業場から公共下水道又は流域下水道に下水を排除する場合  

四  一の施設が水質汚濁防止法 特定施設となつた際現にその施設を設置している者（設置の工事をしている者

を含む。）が当該施設を設置している工場又は事業場から公共下水道又は流域下水道に下水を排除する場合

において、次のいずれにも該当しないとき。  

イ 当該施設が水質汚濁防止法 特定施設となつた日から六月（次条第一号に掲げる施設である場合にあつて

は、一年）を経過したとき。 

ロ 当該施設が水質汚濁防止法 特定施設となつた際既に当該工場又は事業場が水質汚濁防止法 特定施設を

設置する特定事業場であるとき。 

ハ その者に適用されている地方公共団体の条例の規定で河川その他の公共の水域又は海域に排除される汚

水の水質につき法第十二条の二第五項 に規定する規制に相当するものがあるとき（当該規定の違反行為に

対する処罰規定がないときを除く。）。 

（法第十二条の二第六項 の政令で定める施設）  



第九条の七  法第十二条の二第六項 （法第二十五条の十第一項 において準用する場合を含む。）に規定する政

令で定める施設は、次に掲げる施設とする。  

一  水質汚濁防止法施行令 別表第一第六十六号の三から第六十六号の七まで、第六十八号の二及び第七十一号

の三に掲げる施設  

二  ダイオキシン類対策法特定施設  

（事故時の措置を要する物質又は油）  

第九条の八  法第十二条の九第一項 （法第二十五条の十第一項 において準用する場合を含む。次条において同

じ。）に規定する政令で定める物質又は油は、水質汚濁防止法施行令第二条 各号に掲げる物質及びダイオキシ

ン類並びに同令第三条の三 各号に掲げる油とする。  

（事故時の措置の規定が適用されない場合）  

第九条の九  法第十二条の九第一項 に規定する政令で定める場合は、次に掲げる場合とする。  

一  特定事業場から水質汚濁防止法施行令第二条第一号 から第二十五号 までに掲げる物質又はダイオキシン

類を含む下水が排出され、当該公共下水道又は当該流域下水道（雨水流域下水道を除く。以下この条におい

て同じ。）に流入した場合において、当該下水の水質が法第十二条の二第一項 に規定する政令で定める基準

に適合するとき。  

二  特定事業場から水質汚濁防止法施行令第二条第二十六号 に掲げる物質又は同令第三条の三 各号に掲げる

油を含む下水が排出され、当該公共下水道又は当該流域下水道に流入した場合において、当該下水の水質が

法第十二条の二第三項 の規定に基づく条例で定める基準に適合するとき。  

三  当該公共下水道又は当該流域下水道の施設として水質汚濁防止法施行令第二条第一号 から第二十五号 ま

でに掲げる物質又はダイオキシン類の処理施設が設けられている場合において、当該公共下水道管理者又は

当該流域下水道管理者が、国土交通省令で定めるところにより、当該処理施設において下水を処理すべき区

域として公示した区域内の特定事業場から当該物質に係る下水が排出され、当該公共下水道又は当該流域下

水道に流入したとき。  

（除害施設の設置等に係る下水の水質の基準）  

第九条の十  法第十二条の十一第一項第一号 （法第二十五条の十第一項 において準用する場合を含む。）に規

定する政令で定める基準は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める基準とする。  

一  ダイオキシン類対策特別措置法 の規定により、公共下水道又は流域下水道（雨水流域下水道を除く。次号

において同じ。）からの放流水について水質排出基準が定められている場合 

第九条の四第一項各号に規定する基準（同条第四項に規定する場合において

は、同項に規定する基準）  

二  条例の規定により、公共下水道又は流域下水道からの放流水についてダイオキシン類に係る排水基準が定め

られている場合 

第九条の四第一項第一号から第三十二号までに規定する基準（同条第四項に

規定する場合においては、同項に規定する基準）及び当該条例に規定する基準  

三  前二号に掲げる場合以外の場合 

第九条の四第一項第一号から第三十二号までに規定する基準（同条第四項に

規定する場合においては、同項に規定する基準）  

（除害施設の設置等に関する条例の基準）  

第九条の十一  法第十二条の十一第一項第二号 の規定による条例は、次の各号に掲げる項目（第四号又は第五号

に掲げる項目にあつては、水質汚濁防止法第三条第一項 の規定による環境省令により、又は同条第三項 の規

定による条例その他の条例により定められた窒素含有量又は燐含有量についての排水基準がその放流水につい

て適用される公共下水道又は流域下水道（雨水流域下水道を除く。以下この項及び次項において同じ。）に排



除される下水に係るものに限る。）又は物質に関して水質の基準を定めるものとし、その水質は、それぞれ当

該各号に定めるものより厳しいものであつてはならない。  

一  第九条第一項第一号に掲げる項目 

四十五度未満  

二  第九条の五第一項第一号から第四号までに掲げる項目 

それぞれ当該各号に定める数値  

三  第九条の五第一項第五号に掲げる項目 

同号に定める数値。ただし、水質汚濁防止法第三条第三項 の規定による条例

により、当該公共下水道からの放流水又は当該流域下水道からの放流水について

同号に定める基準より厳しい排水基準が定められている場合にあつては、その数

値とする。  

四  窒素含有量 

一リットルにつき二百四十ミリグラム未満。ただし、水質汚濁防止法第三条

第三項 の規定による条例その他の条例により、当該公共下水道からの放流水又

は当該流域下水道からの放流水について排水基準が定められている場合にあつ

ては、当該排水基準に係る数値に二を乗じて得た数値とする。  

五  燐含有量 

一リットルにつき三十二ミリグラム未満。ただし、水質汚濁防止法第三条第三

項 の規定による条例その他の条例により、当該公共下水道からの放流水又は当

該流域下水道からの放流水について排水基準が定められている場合にあつては、

当該排水基準に係る数値に二を乗じて得た数値とする。  

六  第九条の四第一項各号に掲げる物質以外の物質又は第九条第一項第一号に掲げる項目及び第九条の五第一

項各号に掲げる項目以外の項目で、条例により当該公共下水道からの放流水又は当該流域下水道からの放流

水に関する排水基準が定められたもの（第九条の五第一項第三号に掲げる項目に類似する項目及び大腸菌群

数を除く。） 当該排水基準に係る数値  

２  製造業又はガス供給業の用に供する施設から公共下水道又は流域下水道に排除される下水に係る前項第一号、

第二号、第四号及び第五号に掲げる項目（同項第四号又は第五号に掲げる項目にあつては、同項に規定する下

水に係るものに限る。）に関する水質の基準については、それらの施設から排除される汚水の合計量がその処

理施設で処理される汚水の量の四分の一以上であると認められるとき、その処理施設に達するまでに他の汚水

により十分に希釈されることができないと認められるとき、その他やむを得ない理由があるときは、同項の基

準より厳しいものとすることができる。この場合においては、その水質は、次の各号に掲げる項目に関し、そ

れぞれ当該各号に定めるものより厳しいものであつてはならない。  

一  温度 

四十度未満  

二  アンモニア性窒素、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素含有量 

一リットルにつき百二十五ミリグラム未満。ただし、水質汚濁防止法第三条

第三項 の規定による条例により、当該公共下水道からの放流水又は当該流域下

水道からの放流水について排水基準が定められている場合にあつては、当該排水

基準に係る数値に一・二五を乗じて得た数値とする。  

三  水素イオン濃度 

水素指数五・七を超え八・七未満  

四  生物化学的酸素要求量 

一リットルにつき五日間に三百ミリグラム未満  



五  浮遊物質量 

一リットルにつき三百ミリグラム未満  

六  窒素含有量 

一リットルにつき百五十ミリグラム未満。ただし、水質汚濁防止法第三条第

三項 の規定による条例その他の条例により、当該公共下水道からの放流水又は

当該流域下水道からの放流水について排水基準が定められている場合にあつて

は、当該排水基準に係る数値に一・二五を乗じて得た数値とする。  

七  燐含有量 

一リットルにつき二十ミリグラム未満。ただし、水質汚濁防止法第三条第三

項 の規定による条例その他の条例により、当該公共下水道からの放流水又は当

該流域下水道からの放流水について排水基準が定められている場合にあつては、

当該排水基準に係る数値に一・二五を乗じて得た数値とする。  

３  第一項第一号、第四号及び第五号並びに前項各号に掲げる数値は、国土交通省令・環境省令で定める方法に

より検定した場合における数値とする。  

 


